
電気需給対策報告書（表紙）の記載例

様式第13号（第38条関係）

	電 気 需 給 対 策 報 告 書

　　年　　月　　日

大　阪　府　知　事　様

届出者　　住　所　東京都○○区○○1-1
　　　　　　　氏　名　株式会社○○

代表取締役　大阪　太郎　　
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

大阪府気候変動対策の推進に関する条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。



	電気事業の概要
	特定規模電気事業者として、関西電力、東京電力及び中部電力管内で電力小売事業を実施するとともに、○○などを実施している。

	府の区域内に係る電気の需要の最適化及び供給の確保のための対策
	別紙のとおり

	府の区域内に係る電気の需要及び供給の実績
	別紙のとおり

	連絡先
	部署名
	電力事業部電力小売課

	
	電話番号
	03-9999-9999

	
	電子メール

アドレス
	denryoku@osaka.co.jp

	※整理番号
	
	※受理年月日
	　　　　年　　月　　　日


備考　※印のある欄は、記入しないでください。
別紙（小売電気事業者）の記載例
１　計画の期間　　　20XX年7月1日 ～ 20XX年9月30日

２　計画の区域　（大阪府域）

３　電気の需要の最適化及び供給の確保のための対策
	対象
	事項名
	対策内容（時期、規模等）

	電気の需要の最適化
	再エネ余剰電力が発生している時間帯の需要を促進する取組み
需給ひっ迫時の需要を抑制する取組み
省エネ製品･サービスの提供
一般消費者に対する情報提供（類似世帯との比較情報等）

	再エネ余剰電力が発生している時間帯等、低負荷時に電気料金単価が割安になるよう、ディマンドリスポンス料金を設定した。
夏の電力需要が高まる時期の日中や夕方に外出し、商業施設等で涼しく過ごす「クールシェア」を推奨し、家庭の電気使用量を抑えるキャンペーンを実施した。
新たな省エネ製品･サービス（●●●サービス）を提供し、それがもたらす省エネ効果の適切な算定、表示することで、その活用を促した。
省エネ取組を実施しないことによって電気の支払料金に損失が発生していることを情報提供し、消費者の省エネ意識を促した（消費者への通知文例：周辺世帯より○○％多く電気を消費しています。省エネをしなかったことにより●●円追加的な出費です）。

	電気の供給の確保
	非常時に備えた自家発焚き増し対策の実施
安定的な電力供給サービスのための対策の実施

	需給ひっ迫に備え、当社とディマンドリスポンス契約を結んでいる自家発保有事業者のリストを作成し、一般送配電事業者に守秘義務契約を結んだ上で情報提供を行った。
需要家に対する安定的な電力供給サービスの継続を確保するため、相対契約や先物市場等を活用した供給力の確保やリスクヘッジ、ディマンドリスポンス契約の拡充を行った。



４　電気の需要及び供給の実績
	最大需要日
	時間
	最大需要実績（万kW）

（①）
	供給能力（万kW）

（②）
	使用率（％）

（①/②）

	８月15日
	○～○時
	○○
	○○
	○○

	８月９日
	○～○時
	○○
	○○
	○○

	７月28日
	○～○時
	○○
	○○
	○○


備考１　一般送配電事業者が示す電力最大時使用率（予想最大需要/供給能力）の上位3日間の最大需要となった時間帯における値を記載すること。

備考２　供給能力は、前日時点で予想される最大需要に対応する値を記載すること。
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